
補助率 上限額

1

コミュニティビジネス立ち上
げ推進事業

県地域活力創造課 地域課題の解決と地域活性化の実現を図るため、ビ
ジネス手法を通じた地域ビジネスの立ち上げを支援
する。

市民活動団体（特別法による法人、
協同組合等の共益団体、会社、個人
を除く）

1/2以内 上限80万円

2

スギッチファンド ＮＰＯ法人あきたスギッ
チファンド

地域課題の解決や地域活性化につなげるため、ＮＰＯ
活動を資金面で支援し、ＮＰＯ育成や市民活動の活性
化を図る。

ＮＰＯ法人、ＮＰＯ、ボランティア団
体、民間団体

①本ﾌｧﾝﾄﾞ及び分野指定ﾌｧﾝ
ﾄﾞ9/10以内
②企業等冠ﾌｧﾝﾄﾞ10/10以内
③その他

10万円、30万円、その他

3

あきた起業促進事業（起業
支援補助金：通常枠）

秋田県商工会連合会、
最寄りの商工会・商工
会議所、県商業貿易課

県内における新たな企業の創出を促進し、地域経済
の発展と雇用の確保を図るため、新規起業を目指し
ている起業家に対し、起業に要する経費の一部を補
助する。

募集締切日の前後１２ヵ月以内に起
業する中小企業者等（今まで事業主
でなかった方）で、事務所・店舗・工
場等を県内に置き、新規雇用が確実
に発生する個人又は法人。ＮＰＯは
除く。

1/2以内 事業拠点費・人材育成費・
広告宣伝費：上限75万円
人件費：上限75万円

補助対象期間は、最
大で12ヵ月間

4

あきた起業促進事業（起業
支援補助金：Ａターン起業・
移住起業枠）

秋田県商工会連合会、
最寄りの商工会・商工
会議所、県商業貿易課

今後一層進行する人口減少とそれに伴う本県経済規
模の縮小に起業を通じてその抑制を図るため、県外
在住者が本県にＡターン又は移住して新規起業を目
指す起業家に対し、起業に要する経費の一部を助成
する。

応募日から起算して県内転居後36ヶ
月以内でこれから起業する方又は応
募日から起算して起業後12ヶ月以内
の方（県内で地域おこし協力隊の経
験がある方を含む）　など

1/2以内 事業拠点費・人材育成費・
広告宣伝費及び旅費：上限
125万円
人件費：上限75万円

補助対象期間は、最
大で12ヵ月間

5

あきた企業応援ファンド事
業（中小企業者等支援事
業）

(公財）あきた企業活性
化センター、県地域産
業振興課

県内の地域資源を活用した創業や新商品の開発、新
役務の開発、販路拡大等の経営革新への取組を支
援する。

中小企業者（創業予定者含む）、
NPO法人、有限責任事業組合

①地域資源型、経営革新型
2/3以内
②ものづくり一般型
1/2以内

①1,000万円
②300万円

6

あきた農商工応援ファンド
事業のうち、農商工連携支
援事業

(公財）あきた企業活性
化センター、県うまいも
の販売課

中小企業者等と農林漁業者が連携し、互いの有する
ノウハウや技術を活用し、県産農林水産物を核とした
新商品開発や販路開拓等の取組を支援する。

中小企業者等と農林漁業者との連
携体

4/5以内 1,000万円

7

がんばる中小企業応援事
業

県地域産業振興課 新商品の開発、生産、販売、新分野進出など、新規性
の高い事業に取り組もうとする企業について、事業計
画を審査のうえ「がんばる中小企業」に認定し、事業
計画に基づく取組に要する経費を補助する。

県内に事業拠点を有する中小企業
者、小規模企業者又はベンチャー企
業

①中小企業　1/3以内
②小規模企業者等　1/2以
内

製造業　　1,000万円
非製造業　 500万円

補助対象期間は、最
大で12ヵ月間

8

サービス産業ビジネス展開
支援事業

県商業貿易課 地域課題への対応や、今後成長が見込まれる分野へ
の参入など、社会のニーズに対応したビジネスの展
開を支援する。

県内に事業所を有する商業・サービ
ス業者、新たな事業に取り組む方

1/2以内 上限100万円

10

新事業展開資金（創業支
援資金）

商工会議所、商工会、
中小企業団体中央会、
（公財）あきた企業活性
化センター、県産業政
策課

今後の成長・発展が期待される事業を新たに始めよう
とする意欲と能力を持つ方に対し、事業に必要な資金
を融資する。

①県内で新たに中小企業者として事
業開始しようとする者
②事業開始後５年未満の個人事業
主又は法人設立後５年未満の中小
企業者
③県内で１年以上事業を営んでいる
中小企業者である法人で、新たに中
小企業者である会社を設立する計画
を有する企業

貸付期間10年、据置期間3
年、利率1.95%（商工団体の
創業塾等修了者で団体の推
薦を受けた方及び県外から
移住後3年以内の方、
1.65%）、保証料0.6%

2,500万円
（事業費の80％を限度）

備考
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11

秋田県よろず支援拠点 （公財）あきた企業活性
化センター

中小企業や個人事業の経営者が抱える経営上のあ
らゆる相談に応じる。

県内在住の個人事業主、中小企業
者、個人及び任意団体

コーディネーターとサブコー
ディネーターにより、お悩み
が解決するまで継続して対
応

無料

12

ワンストップ移動相談事業 （公財）あきた企業活性
化センター

県内企業等の抱える課題・問題の解決をスピーディに
支援するため、県内各地域において、経営相談専門
員やセンター職員が無料相談会を開設する。
（毎週火曜日、10：30～15：00）

個人事業主、中小企業者、個人、任
意団体

無料 無料

13

専門家派遣事業 （公財）あきた企業活性
化センター

創業や経営の向上を図ろうとする個人事業者・中小企
業者等が抱える課題解決のため、（公財）あきた企業
活性化センター登録の民間専門家を派遣する。
（派遣対象分野は、経営全般、販売・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ、IT・
情報化、技術・生産、食品・醸造、法務・労務、税務・
会計、海外展開等）

県内在住の個人事業主、中小企業
者及び任意団体

1～2日目：センター全額負担
3～4日目：センターと派遣要
請者の半分ずつの負担
旅費は、派遣要請者の負担

謝礼5万円／日×最大4日

14

創業支援室 （公財）あきた企業活性
化センター

創業を目指す個人や新事業分野進出等を目指す企
業に事務スペースを提供し、個別相談による経営支
援を実施する（県庁第二庁舎3F産業振興プラザ内）。

新たに事業を開始しようとする個人
又は法人、並びに事業開始後５年以
内の個人又は法人など

原則として入居は1年間。
ただし、更新により最長３年
以内の入居可能

使用料21,600円／月又は
51,400円/月、電気料等は別
途負担あり、電話は自己設
置

11室

15

チャレンジオフィスあきた
（ＣＯＡ）創業支援室

秋田市商工部商工労働
課

起業意欲に溢れた者に対し事務・作業スペース（創業
支援室）を安価で提供し、常駐するインキュベーショ
ン・マネージャーが入居者に対する育成・支援を実施
する。

１年以内に事業を開始する具体的な
計画のある者、創業後５年以内の
者、１年以内に新分野・事業へ進出
する計画のある者

入居期間は１年以内（更新
により最長５年の入居可能）

使用料10,285円/月、20,571
円/月、30,857円/月、51,429
円/月の４種類、光熱水費と
通信費は実費負担

15室

16

美郷町起業支援室 秋田県商工会連合会、
美郷町商工会

起業や新たな事業分野への進出等を目指した意欲的
な個人又は法人に事業スペースを提供し、秋田県商
工会連合会と美郷町商工会が経営全般に対してサ
ポートする他、商工会の各種施策を活用した経営・技
術の両面にわたる支援を実施する。

新たに事業を開始しようとする個人
又は法人、並びに事業開始後５年以
内の個人又は法人など

原則として入居は1年間。
ただし、更新により最長３年
以内の入居可能

使用料21,000円/月が3室、
18,000円/月が1室、電話設
置経費及び電話料は自己負
担

4室

17

大館市起業支援室 大館商工会議所 起業や新たな事業分野への進出等を目指した意欲的
な個人又は法人に事業スペースを提供し、大館商工
会議所が経営全般に対してサポートする他、商工会
議所の各種施策を活用した経営・技術の両面にわた
る支援を実施する。

新たに事業を開始しようとする個人
又は法人、並びに事業開始後５年以
内の個人又は法人など

原則として入居は1年間。
ただし、更新により最長３年
以内の入居可能

使用料15,750円/月が2室、
21,000円/月が1室、電気料
等は別途負担あり、電話は
自己設置

3室

18

由利本荘市起業支援室 秋田県商工会連合会、
由利本荘市商工会

起業や新たな事業分野への進出等を目指した意欲的
な個人又は法人に事業スペースを提供し、秋田県商
工会連合会又は由利本荘市商工会が経営全般に対
してサポートする他、商工会議所の各種施策を活用し
た経営・技術の両面にわたる支援を実施する。

新たに事業を開始しようとする個人
又は法人、並びに事業開始後５年以
内の個人又は法人など

原則として入居は1年間。
ただし、更新により最長３年
以内の入居可能

使用料21,000円/月が1室、
16,000円/月が1室、電話設
置経費及び電話料は自己負
担

2室

19

Ｂｉｚサポートよこて（起業支
援室）

横手市商工観光部商工
労働課

横手市内で新たに起業しようとする方、または起業し
て間もない方に対し、安価で事務作業スペースを提供
するとともに、起業のためのノウハウや経営指導、各
種支援制度等の情報提供など多角的な支援を行う。

横手市民及び横手市へのＵターン希
望じゃであり、かつ起業を考えている
方、横手市内で起業後3年以内の方
など

原則として入居は1年間。
ただし、更新により最長２年
以内の入居可能（起業支援
準備室は、6ヶ月間の入居
で、更新により最長1年）

起業支援室は10,000～
15,000円/月、起業支援準備
室は4,000円/月、電話設置
経費及び電話料は自己負担

起業支援室　5室
起業支援準備室　3
ブース

2


